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1 はじめに 

本研究で分析対象としている OTT-V(Over	The	Top	Video)は、通信と放送の融合が生み出した典型的な新

サービスである。OTT が表す「Over	the	top」は、ケーブル事業者の頭越しに映像コンテンツを供給するこ

とを本来意味しているが、現在は、ケーブル事業者に関係なく、インターネット経由で映像・音響コンテン

ツを配信することを表すようになっている。受信端末は、PC やテレビ受像機に限らず、スマートフォン、タ

ブレット、モバイル PC（以上をモバイル機器と総称）などを幅広く含んでいる。OTT-V は、ネットワークの

状態を事業者が管理した IPTV とは異なり、無管理のネットワーク経由での配信を含めるので、過去にあった

「インターネットテレビ（またはインターネット放送）」と本質的には変わらない。	

放送事業者は影響力の大きい言論機関という特質を持つことから、各国の政治体制を反映した放送制度が

形成され、市場の有り様もそれを反映したものとなる。昨年度は、OTT-V という新たなサービスの特徴につ

いて把握するとともに、日本、韓国、中国という北東アジア各市場の現状を把握することを行った。今年度

は、さらに顕著となった OTT-V のグローバル及びリージョナルな展開を受けて、容易な新規参入及び事業展

開を可能としているサプライチェーン上の進化にも目を向けた。また、世界の市場をリードする米国の状況

並びに東南アジア市場の状況の調査も行った。これによりアジア市場全体の多様性を把握し、北東アジア各

国のアジア市場での展開の可能性について考察を行った。	

2 OTT-V のサプライチェーンにおける進化 

OTT-V の特徴に従来、ケーブルテレビや衛星の市場参入において必要であった資金、時間に関わる莫大な

投資が不要であるということがある。それでも、数年前までは OTT-V の提供には、自社でサーバを確保し、

CDN（コンテンツ配信ネットワーク）と契約し、これらを 24 時間稼働させるといった努力が必要だったため、

OTT-V を実施できるのは、初期投資も運営投資も行える資本力のある事業主体が中心であった。その後、自

社の名前を出さずに OTT-V 事業を請け負う、OTT-V 専業事業者が多く出現した。例えば、OTT-V のブランドは

ある劇場であるが、実際の運営は別の専業事業者、といったものである。米 Ooyala は、世界各地で OTT-V

事業を、主として相手先ブランドで行っている。同社は、あくまで黒子であり、OTT-V を行いたい主体が前

面に出るかたちが取られる。最近は、更に柔軟なサービス構成行うことが可能となっており、大手通信機器

事業者である Ericsson	(スウェーデン)は、放送業界、移動体通信業界といったセグメントに分けて OTT-V

事業を請け負っている。いずれも、OTT-V 事業をエンドユーザに向けて行いたい事業者は、自社が提供した

いコンテンツを同社に送るだけでよい。サービス地域は、地域限定型、全国サービス型、全世界サービス型

などを自由に選択できる。また、設備投資は、全くといって良いほど必要ない。課金は月次であり、「電話

一本で OTT-V を始められる」（NAB2017 における Ericsson 社の展示員）サービス体制ができている。Ericsson

は自社でコンテンツも集めており、コンテンツを持たなくても OTT-V サービス可能、としている。また、低

ビットレートに特化したコンテンツ・メニューもあり、通信状態が先進国ほどは良くない地域でも OTT-V サ

ービスを始められる体制が整えられている。	

これまでも、Amazon	Web	Services、Microsoft	Azure といったクラウドサービスを利用した OTT-V 事業者

が存在し、Netlflix もこれらを利用し、迅速な国際展開を実現したと言われるが、更に細かな対応が可能な

Ericsson のような存在が業界では大きくなると考えられている。このように OTT-V 機能がソシューションと

して事業者に提供されるようになったことで、従来、しばしばサービス開始の障壁となっていた専門的知識、
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装置、社内体制などの問題がなくなり、OTT-V の裾野が急速に広がっている。また、放送事業者、通信事業

者のサービス提供の姿も変えて行くと考えられる。	

3 米国市場 

3-1 衛星放送の OTT-V サービス

OTT-V 事業を積極的に展開で先行したのが、米 Dish	Network 参加の Sling	TV である。2015 年に開始され

た同サービスは、ケーブルテレビを解約した「Cord	Cutter」層や、大学卒業後初めてひとり暮らしを始める

「Cord	Never」層をターゲットにコンテンツ提供を行っている。「公正な料金」を掲げており、契約後一定

期間の割引といったことをせずとも低価格でサービスすることを標榜している。年間契約不要で、月極料金

である事も特徴である。一般的な契約は月額 20 ドルとなっている。一部のスマートテレビ、PC、モバイル機

器で視聴できる。米国第 3位の移動体通信事業者「T-Mobile」と契約し、同社の契約者が Sling	TV を視聴す

る場合、消費データ量に計上されない、といった販売促進も行っている。このサービスは、親会社の Dish	

Network のサービスと衝突するものであるが、Dish	Network は「サービスを補完する」として、強力に推進

している。同様なサービスを、米 DirecTV も「DirecTV	Now」として開始した。AT&T も月極料金としている

ほか、AT&T の契約者（携帯電話サービス、IPTV サービス）の加入者には、月額 10 ドルでサービス提供する

など、Sling	TV に対抗している。	

3-2 地上放送の OTT-V サービス

米国においても OTT— V は、Netflix,	Amazon	Prime	Video などに代表される、「伝統的なコンテンツ事業

者ではない」企業によるサービスとの印象が強かったが、急速に既存メディアも提供を始めている。特に、

米国では ABC,	CBS,	NBC といった三大ネットワーク及び系列局で同時放送と Video	on	Demand	(VOD)を提供

している。ライブ（同時再送信）は受信地域の系列局が流す映像で見ることができる。これとは別に、ネッ

トワークが保有・確保するコンテンツ（主としてドラマ）を VOD で視聴できる。また、系列局（Affiliates）

は、独自に VOD サービスを行っており、ネットワークが提供する VOD とは別料金となるものもある。系列局

の VOD コンテンツは自局で制作したニュース、地域情報番組などである。	

地域局がネットワークの番組を放送した場合、ネットワークからそれに対する地域局へ支払がある。これ

は、ある種の地域局の独占権の使用料と解釈される。この考え方がインターネットによる配信の場合にも準

用され、ネットワークがインターネット経由で流すには、番組がネットワークが制作した全国版のニュース

やドラマであっても地域局の合意が必要である。当該地域での放送内容を、インターネット経由といえども

ネットワークが無断で送出することは、地域局の独占権を侵害したことになる。そのため、ネットワークは

全米各地の地域局と「再送信交渉」を行っている。全国で同時再送信型の OTT-V が行われていないのは、契

約が完了してないためである。地域局は、自局が電波で流しているコンテンツをエンコードし、それをネッ

トワークに渡す。ネットワークの側では、OTT-V 受信者の位置を解析し、その場所の地域局から寄せられた

データを OTT-V コンテンツとして送っている。地域判別のためには、IP アドレスから地域を分析する機能が

用いられている。地域局は、エンコーダ（1万ドル程度）を 2台（主機と補機）用意するだけで良く、OTT-V

開始コストは低い。	

米国では、NAB（National	Association	of	Broadcasters）の Gordon	Smith 会長が、会員である放送事業

者に「ネット（＝OTT-V）を活用せよ」と演説するなど、放送とネットの間の垣根は従来に無く低くなってき

ている。	

4 日本市場 

4-1 市場及びユーザーの動向

	 2016 年の動画市場全体の市場規模は 1,636 億円と算出されている。OTT-V サービスに該当する「定額制動
画配信(SVOD)」市場は、動画市場全体の 76.8％を占めている。動画市場全体は 2016 年から 2021 年にかけて

年平均 7.7％で成長し、2021 年には 2,369 億円まで拡大すると見られている。並行して、DVD・ブルーレイの

セルおよびレンタル市場が減少し、動画配信と DVD・ブルーレイ(セル・レンタルを含む)の合計市場規模に

対する動画配信市場のシェアは 2021 年の時点で、42.9％になると予測されている（GEM	Standard	 2017）。	 	
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4-2 事業者の動向 
2015 年は、日本市場にとって OTT-V 元年と言っても良い年であった。これまで、様々なプロジェクトが試

されるものの、人気コンテンツを握り、放送業界全体に大きな影響力を持つ地上放送のキー局が OTT-V には、

腰が引けている状態であったが、４月、携帯電話会社の Docomo と音楽大手エイベックスと合弁で Docomo ユ

ーザ向けに提供してきた dTV サービスを Docomo 以外のユーザーにも利用可能とし、さらにパソコンやテレビ

にも利用可能端とすることで急速に会員数を伸ばした。9月には、世界規模で事業を急拡大している Netflix

と AMAZON が参入した。この「黒船」来航に対応して 10 月には在京キー局の共同プロジェクトとして広告モ

デルで運営される TVer が始まった。2016 年 3 月には、やはり広告モデルで運営されている「インターネッ

トテレビ」をうたう AbemaTV が IT 企業のサイバー・エージェントとテレビ朝日により始まって、堅調に利用

者数を伸ばしていると言われている。現段階では、動画配信市場において「dTV」のシェアが最も大きく、シ

ェア 2位はもともと米国の事業で後に	日本テレビに売却された「Hulu」、3 位は光ファイバーを提供する

「U-NEXT」であり、これら上位3社が定額制動画配信全体に占めるシェアは48.3％になると推計されている。	

 

4-3 規制の動向 
現在、総務省の情報通信審議会で NHK のインターネットにおける同時再送信解禁に向けて検討が進められ

ている。2020 年の東京五輪・パラリンピックを前に実施が可能となるように放送法を改正し、ＮＨＫの同時

配信を可能にする。民間地上放送局は、ネットでの番組提供は各放送地域における送信を地方局で担う従来

のビジネスモデルを崩し、連携関係にある全国の地方局の経営に影響が出る恐れもあることから慎重な態度

を取ってきたが、総務省は民放各社に対しても同時配信への積極的な参入を求める方針を示している。	

	

5 韓国市場 

5-1 市場及びユーザーの動向 
韓国における OTT-V サービスを利用するユーザーの傾向は以下の 4つにまとめることができる。	

（１）無料コンテンツの利用が多い 
放送通信委員会が 2016 年に行った調査によると、定額制や有料コンテンツの購入など有料で VOD を利用し

たことがあるサービスとしては、KT が提供している Olleh	TV が最も高い 1.3％を占めており、SK ブロード

バンドの Oksusu が 1.2％、LG	U＋の U＋TV が 0.9％の順であった。いずれも有料サービスの顧客がついてい

るのは通信 3社であるもののその割合は極めて小さい。韓国のユーザーは OTT-V サービスが提供する有料サ

ービスの利用にはまだ消極的であることがわかる。	

（２）主にモバイルデバイスで利用する 
OTT-V サービス利用時の主なデバイスは、スマートフォンやパッドなどのモバイルデバイス(97.3％)、パ

ソコン(16.5％)、ノートパソコン(7.9％)の順であり、モバイルデバイスによる利用が最も高いことが分かっ

た。	

（３）娯楽番組が人気である 

OTT-V サービスを通じて視聴した経験があるコンテンツの種類は、娯楽番組が 49.1％で最も高く、その後

をドラマ(19.9％)、映画(17.4％)が続いている。性別でみると、男性は娯楽番組(47.4％)、スポーツ(23.5％)、

映画(19.6％)、ニュース(13.8％)、ドラマ(13.0％)、時事・教養(10.6％)の順であり、女性は娯楽番組(51.0％)、

ドラマ(27.9％)、映画(14.9％)、ニュース(11.6％)、時事・教養(9.2％)、スポーツ(2.9％)の順であり、性

別によって少し違う傾向が見られた。	

（４）地上波放送局の影響力が減少している。 
これまで韓国では地上波放送局のコンテンツが最も大きな影響力を持っていたが、最近は有料チャンネル

の視聴時間が地上波放送局の視聴時間を超えた。2015 年の地上波放送局の視聴時間は 49.2％であり、有料チ

ャンネルの視聴時間の方が長いことが分かった。また、広告主を対象にしたアンケート調査においても、も

し地上波放送の広告料金が 10％値上げされた場合、地上波放送の広告支出額の 4.3％を減らすと応答してい

う反面、有料チャンネルの広告料金が 10％引き上げられた場合、その広告支出額の 1％を減らすと答えてお
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り、有料放送チャンネルの広告需要が増加していると解釈できる。広告料においても、有料チャンネルにお

ける主な人気番組の場合は広告料金が地上波に近づいており、一部スポット CM の PT(Participating	

commercial)の場合には地上波を追い越したもののある(放送通信委員会、2016a)。	

	

5-2 事業者の動向 
（１）オリジナルコンテンツの制作 

	 韓国の OTT-V サービス事業者たちは、2016 年からオリジナルコンテンツの制作に力を入れており、オリジ
ナルコンテンツの制作にも様々な形がある。	

まずコンテンツプラットフォーム事業者によるコンテンツの制作が挙げられる。コンテンツプラットフォ

ームの代表格である Netflix の場合、韓国においてもオリジナルコンテンツの制作に主力を挙げている。2017

年カンヌ映画祭の競争部門に出品された米韓合作映画「Okja」の場合、Netflix が制作してファストウィン

ドウを Netflix にするということで話題になった。劇場がファストウィンドウである伝統的な映画の概念は、

映画「Okja」をきっかけに国際的な場で再定義が求められた形となった。	

また、通信会社によるオリジナルコンテンツ制作も盛んである。韓国でモバイル通信シェアが最も高い SK

ブロードバンドは、自社提供のモバイル動画サービス「オクスス(oksusu)」を通じてオリジナルドラマのサ

ービスを始めた。また、一人世帯をターゲットにした料理番組とオンラインでその料理の材料をパッケージ

で販売するなど、番組とオンラインショッピングの連携を通じた新たな試みも始まっている。	

そして、地域民放の自主制作番組がケーブルテレビ会社の提供する OTT-V サービスプラットフォームから

サービスされるという事例も現れている。地域民放には地域の情報やイシューを扱う番組を OTT-V サービス

を通じて全国に提供できるメリットがあり、OTT 事業者にはオリジナルコンテンツが確保できるというメリ

ットがある。 
（２）事業者により異なる収益モデル 

現在、韓国における OTT-V サービスは主に無料コンテンツ・無料プラットフォームが中心である。放送通

信委員会(2017)によると、OTT-V プラットフォーム利用者の中で有料サービスを一回でも利用したことがあ

る人は、調査対象者の約 4.7％に過ぎなかった。また、2015 年の OTT-V サービスにおける月額利用料の売上

(626 億ウォン)と有料コンテンツの売上(445 億ウォン)を合算したもの(1,071 億ウォン)は、OTT-V サービス

の広告売上(1,352 億ウォン)より少ないものであり、現在のところ OTT-V 市場は広告を主な収益元としてい

ることがわかる。一方、OTT-V サービスから発生した有料利用による売上は、既存の有料放送サービスの売

上(2 兆 7,885 億ウォン)に比べるとまだ 3.8％に過ぎないため、有料サービスによる収益確保はこれからであ

ると見える。	

このように現在は無料サービスが主なビジネスモデルであるものの、OTT-V サービスを提供する主体によ

って目指している今後のビジネスモデルには違いが見える。ネットワークを保有している事業者は、無料コ

ンテンツ利用によるトラフィック発生や広告収入を狙っていることが多い。ケーブルテレビ会社が提供する

OTT-V サービスや通信会社が提供する IPTV サービスがこのような類型に入る。一方、地上波放送局の連合で

サービスを提供する pooq の場合は、定額料金制への加入者を増やして有料でコンテンツ販売を増加させるこ

とを目標にしている。Netflix も韓国市場におけるオリジナルコンテンツ制作と独占先行サービスを通じて、

コンテンツ中心の収益モデル確立に力を注いでいる。	

 
5-3 規制の動向 

		韓国における放送通信政策は、政権の変動に大きく影響される。2017 年韓国では新しい政権が誕生し、ま

だ政策の方針は明らかにされていない。しかし、新たに選出された文大統領は大統領選の公約の中でネット

ワークの中立性を強化する方針を明らかにしていた。今後でどのような政策は展開されるかは今年中に判明

されると思われる。	

	 韓国における OTT-V サービスの主な収益モデルは、無料広告モデルである。しかし、地上波放送局、ケー
ブルテレビ事業者、通信事業者、またその他のコンテンツ制作と流通のプラットフォーム、海外から進出し

てきたコンテンツ事業者など様々なバックグラウンドを持っている事業者が激しく競争しており、各事業者

によって少しずつ追求しているビジネスモデルが異なる。多くの事業者に共通している傾向は、オリジナル

コンテンツに乗り出している場合が多く、現在最も人気を得ているジャンルは娯楽番組であることだ。外国

から進出した事業者は以外と伸びが遅いものの、話題のオリジナルコンテンツが増える予定であり、通信会
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社が運営しているサービスは通信費とバンドリングサービスにより多くの無料利用ユーザーを獲得しており、

その結果有料サービスを合わせて利用する人々も徐々に増えている。規制の面においては新政権がネットワ

ーク中立性を強化すると予想される。	

6 中国市場 

6-1 市場及びユーザーの動向 
（１）2016 年中国における OTT-V 端末の保有量が 2 億台を突破 

2016 年において、OTT-V は急速に発展しており、スマートテレビと OTT-V チューナーが中国の家庭におい

て急速に普及している。その中で、2016 年 OTT-V チューナー市場が穏やかに上昇し、年度市場販売量は 1371.8

万台に達し、同年比 13.1%増となった。上半期の OTT チューナーの市場販売量は 710.7 万台で、前年比 19.8%

となった。下半期 OTTT-V チューナーの市場販売量は 661.1 万台で前年比 6.6%となった。	

2016 年 12 月の時点で、中国 OTT-V 端末が 2.1 億台が存在しているが、そのうちアクティブな端末が 1.15

億台に達し、3.67 億のユーザーをカバーしている。スマートテレビの 1日当たりの稼働率は 50%、月当たり

の稼働率は 71%である。また、1日の稼働時間は 6.01 時間であり、従来のテレビを大幅に上回っている（奥

維雲網	 2016）。インターネットテレビの使用頻度から見れば、79%のユーザーが毎日見ており、家庭におけ

るインターネットテレビの使用頻度は高い。使用時間から見ると、平日の使用時間は短く、一般的に 3時間

以内であるが、通常、帰宅後に使用し、夜はインターネットテレビのゴールデンタイムである。週末はイン

ターネットテレビの使用時間が長くなり、70%の家庭で使用時間は 3時間以上となり、使用率も高くなる

（iResearch	 2016）。	

（２）一体型インターネットテレビのハードウェア技術が絶えず向上 
現在ディスプレイのタイプは、主に 4K／8K テレビ・OLED・HDR 及び曲面ディスプレイである。このうち、

8K テレビはここ 1-2 年で国内外のメーカーが力を入れている主力商品の一つである。OLED と LCD はバックラ

イトパネルで発光を制御する必要があるかどうかで異なり、OLED は材質そのものが発光するため、画面の黒

は純黒である。曲面ディスプレイのデザインは見る人の臨場感を高め、視線を変える過程で、どの角度から

見ても、相対的に一致して見える画面で、また曲面が奥行きを与え、実際にそこにいるような快感が更に容

易に味わえる。	

製品の形状から見ると、ディスプレイと本体部分がセパレート型のテレビは、システム・ソフトウェアが

大幅にアップグレードされる際の過大な負荷がかかるという問題を緩和するのに有効である。セパレート型

テレビはモジュール化によりアップグレードを可能とするが、すでに非常に成熟した技術となっており、こ

の技術は 2016 年に市場に出回ると予想されている（iResearch	 2016）。	

	

6-2 事業者の動向 
現時点で、合計 7事業体がコンテンツ+ネットテレビ統合許可証の交付を受けている（中国ネットテレビ局、

上海ラジオテレビ局、浙江テレビ局と杭州市ラジオテレビ局（共同開業）、広東ラジオテレビ局、湖南ラジ

オテレビ局、中国国際ラジオ局、中央人民ラジオ局）。また、別の７事業体がネットテレビコンテンツサー

ビス許可証のみの交付を受けている（江蘇テレビ局、国家新聞出版広電総局映画チャンネル番組制作センタ

ー、湖北ラジオテレビ局、都市連合ネットテレビ局、山東テレビ局、北京ラジオテレビ局、雲南ラジオテレ

ビ局、重慶ネットラジオテレビ局）（国家新聞出版広電総局	 2016）	

2016 年以降、7 つの統合許可証取得事業者はインターネットテレビの生態圏を速やかに築くことに尽力し

ている。まず、ハードウェアにおいて技術を最適化し受信端末に進出した。2016 年 5 月、中央人民ラジオ局、

江蘇省ラジオテレビ局と愛奇芸（iQiyi）が共同で設立した銀河テレビとテレビメーカーの酷開は共同で実験

室を立ち上げ、30 億元に達する史上最大の OTT-V 提携契約に署名し、共同で 100 万台の「VIP テレビ」を発

売した。8月、浙江テレビ局と杭州市ラジオテレビ局系の華数伝媒が 4K 戦略の製品（４Kチャンネル・４K

リクエスト専門ブース・4K スマートセットトップボックス）及び華数 VR の最初の戦略製品である華数有線

伝送 VR ソリューションを発表した。同月、湖南テレビ局系のマンゴーTV がスマートテレビ用 OS を開発し、

マンゴー月光宝箱ブランドを立ち上げた。そして 2017 年 2 月にインターネットテレビブランド「愛マンゴー」

を発売し、スマートテレビシステム及びハードウェア業界に全面進出することを宣言した。2016 年 11 月、
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百視通は 2つの TVOS システムに対応するスマートセットトップボックスを発売し、TVOS システムのスマー

トセットトップボックスを有する最初の企業となった。	

また、オリジナリティを持つコンテンツを強化しようと試みている。5月に発表したマンゴーTV の夏秋シ

ーズンの計画では、オリジナルのバラエティ番組・版権番組及びミュージックショー等多くのコンテンツ製

品を発売し、さらに連合マンゴー基金から 1～2 億元を拠出して動画コンテンツ企業又は個人に共同で投資す

ることが明らかにされた。12 月、中国国際ラジオ局系の CIBN インターネットテレビが「東方大劇場」「CIBN

生活派」「文芸映画館」という、それぞれ、ドラマと演劇、ライフスタイル一般、文芸映画に焦点を合わせ

た動画コンテンツを提供することを発表した。	

	

2016 年における統合許可証取得事業者の事業展開	

許可証取得事業者	 特	 徴	 パートナー	

中央テレビ国際	

(中国ネットテレビ局)	

政策面とコンテンツリソ

ースの強みを有する	

小米との密接な提携	

百視通	

(上海ラジオテレビ局)	

技術・マーケットリソー

スと運営経験の蓄積	

サプライチェーン全体の蓄積で、直接端末メ

ーカーと提携；風行網で市場を更に開拓	

杭州華数	

(浙江テレビ局と杭州

市ラジオテレビ局)	

市場誘導型、大胆かつ柔

軟的	

アリババと提携しており、ネットワークセッ

トトップボックスの分野に優れる	

南方伝媒	

(広東ラジオテレビ局)	

第三者の優勢を借りてお

り、パートナーの推進力

が強い	

優朋普楽、テンセント等と提携している	

マンゴーTV	
(湖南テレビ局)	

コンテンツとブランド力

に強み	

オリジナルコンテンツが豊富で、端末メーカ

ーと直接的に提携している	

中国国際放送局	

(中国国際ラジオ局)	

国際化リソースの強みを

有する	

優酷と深い協力関係にあり、捜狐・PPTV・VST

等ともコンテンツ面で提携している	

中央人民ラジオ局	

(中央人民ラジオ局)	

柔軟な提携に強み	 主に愛奇芸と協力関係にあり、端末メーカー

との提携を推進	

出所：iResearch，『2016 年中国ネット TV 業界研究報告』を修正	

	

業務提携も活発に行われた。二種類の許可証取得事業者が多様なビジネスモデルの提携を通して影響力を

拡大しようとしている。8月、未来テレビ、百視通等許可証取得事業者と中国聯通が戦略的提携意向書に署

名し、それぞれの強みを発揮し、海外在住の中国人に良質の中国語動画コンテンツを提供していくなど国際

的な展開を見せている。9月、マンゴーTV・中国聯通と百立豊が協力し、動画モバイルにおいて戦略的提携

を発表した。これは、第４世代の携帯端末へのアップグレードの流れを捉えて関連事業者で端末のコンテン

ツのサプライチェーンを創造し、全国民モバイル動画時代の幕開けを目的とするものである。11 月、杭州華

数と好慷在家が共同で特別キャンペーンを行い、T2O（TV	to	ONLINE）の新しいスマート・サービスを提供す

る。	

このように、各許可証取得事業者が熾烈な競争の中で積極的に新しい発展モデルを模索している。技術面

の革新だけでなく、コンテンツ面でも質を高めることが必要であり、それぞれの事業者の特徴を生かした更

に広範で深い提携モデルを展開し、全方位で多層にわたってユーザーの中に入り込むよう努めている。	

	

6-3 規制の動向 
	 インターネットテレビ市場の振興政策及び規制については、初期の市場の規範化・営業許可証制度導入の
段階、業界の急速な発展に対して規制が後れを取ってしまう段階を経て、現在は、事業者の営業停止を伴う

ような業界の整理を行い、再度、政府により方向性を定め指導を行うという段階となっており、コンテンツ

に対する管理が強化されている。中国市場におけるインターネットテレビの発展は市場における自然な発展

に加えて、政策による明確な方向付けがなされているという特徴を備える。	
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2016 年 4 月に、工信部主催で「インターネットテレビ受信デバイスの国家強制標準規格制定に向けた作業

のキックオフ会議」が招集された。規格の制定及び固定化を行うことで、技術規格の角度から受信端末の管

理を行う目論見である。現在のインターネットテレビの端末が玉石混交で混乱した局面となっている状況を

改め、コンテンツにも及ぶ有効な管理を実現しようとするものである。	

5 月に、国家新聞出版広電総局が『専用ネットワーク及び指向性放送の番組受信サービス管理規定』（6

号令）を発表した。6号令は専用ネットワーク及びパブリックネットワークで提供するインターネットテレ

ビサービスを管理する。現時点で「指向性放送」は主にインターネットテレビを指し、業界の俗称は OTT-V

である。6 号令の登場は、我が国のストリーミング配信産業の発展に重大かつ深遠な影響をもたらすであろ

う。今回、初めて「専用ネットワーク」及び「指向性放送」といった新語が提示され、インターネット専用

ネットワークサービスは従来のテレビラジオ放送と同じ地位に位置づけられた。	

7 東南アジア市場 

7-1 市場の立ち上がりと主な事業者 
東南アジアには、多民族国家も多い事から多チャンネルサービスの需要は高く、従来から衛星放送が提供

されているが、OTT-V は、その加入者を奪いつつある。受信端末は、テレビ受像機、パソコン、タブレット、

スマートフォンなどであるが、ブロードバンドの固定回線の普及率の問題もあり、スマートフォン経由が伸

びている。Netflix に代表される欧米のプレイヤーのほか、以下のようなローカルなプレイヤーがしのぎを

削っている。	

	

iflix 

“Asian	Netflix”と呼ばれる。マレーシアのベンチャー企業による事業であり、開始 3年で 200 万加入を

獲得した。2015 年、マレーシア、フィリピンでサービス開始、現在、アジア 10 カ国で提供、中東、アフリ

カ、東欧にも進出を予定している。コンテンツはアジア系を多くそろえるが、欧米系も多い。オリジナルコ

ンテンツも予定している。	

	

Hooq 

シンガポールの通信会社シングテル、ソニー・ピクチャーズテレビジョン（SPT）とワーナーブラザーズ・

エンターテイメントとで設立された。2015 年 1 月よりインドネシア、フィリピン、インド、タイへ先行して

サービスを導入した。シンガポール、オーストラリアは先に導入した同社の別のビジネスモデルがあるため

遅れて導入する。アジア系コンテンツが充実。フィリピンで人気が高い。	

	

Viu 

	 香港の通信事業者 PCCW グループによる事業である。韓流コンテンツを多く揃える。韓国で放映されて 12

時間以内に現地語に翻訳して提供もしている。有料及び広告モデルで事業を展開する。2015 年よりサービス

を開始し、オマーンやモンゴルにも進出している。	

 

7-2 成長における課題 
 OTT サービスの提供にはブロードバンドが必要不可欠であるが、東南アジア地域における整備状況は、地域
によってばらつきがある。また、東南アジア地域はクレジットカードの普及率が低いだけでなく多くの加入

者が銀行口座を持っておらず、料金の回収が大きな課題であるが、サービス料金の回収の窓口として電話会

社は信頼性が高い。よって、電話会社が複数の OTT サービスをアグリゲートしていく可能性が指摘されてい

る。また、海賊版のセットトップボックスやアカウントの複数名利用などの問題が深刻な問題として続いて

いる。	
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8 終わりに  

OTT-V	が既存の放送事業にもたらす影響は、通信および放送事業者だけでなく周辺の事業者をも巻き込ん

だ大きな産業構造の変化であり、また、従来、各国に閉じることの多い放送市場の国際的広がり、および国

際的な情報の流れの変化の可能性まで含む注目すべきものである。OTT-V の拡大は各国において速度の差こ

そあれ、大きな流れとなりつつある。地上放送の影響力の強い国において、OTT-V は当初、既存の番組や映

画などを提供する VOD の発展形として理解されるが、競争の激化に伴い新規参入事業者によるオリジナルコ

ンテンツの制作が始まり、これに前後して既存放送メディアのネット上での同時再送信やオリジナルチャン

ネルの提供へと拡大して行く傾向が見える。技術的に参入が容易になったことから周辺業界からの新規事業

者が目立つが、通信事業者の役割も大きく携帯電話会社が各国で積極に OTT-V に取り組んでいる。また、ア

ジア市場においては、米国事業者の積極的参入に加えて韓国、中国が国内の激しい競争による市場の進化と

並行して、国外アジア市場に向けてコンテンツの提供を積極化させている。日本は依然として国内に地上放

送を中心とした安定的市場を維持しているが、国際的な展開が加速していくと思われる OTT-V 市場も視野に

入れながら放送政策をデザインしていく必要があると思われる。	
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